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【要旨】 
本研究では、インフラ建設における排出ガス対策、 および散水等の粉じん対策を定量的に評価することを可能

にすることで住民への説明を円滑にするとともに各種対策の最適化によるコスト削減を目的として、建設機械の

排出ガスの原単位、および土砂掘削の降下ばいじんの予測手法について検討した。建設機械の排出ガスの原単位

については、測定手法、および建設機械が取得するデータの活用について調査した。降下ばいじんの予測手法の

検討では、予備調査、文献調査、現場測定値の解析、および構内試験を行った。土砂掘削において散水対策を講

じることで降下ばいじん量が他の工種と同程度以上の割合で抑制されることを現場測定値、および構内試験の双

方で確認した。 
 

キーワード：建設機械、排出ガス、降下ばいじん、大気環境の保全 
 
 
1.  はじめに 
自治体等によせられる騒音、振動、排出ガス、粉塵

等の大気環境による苦情相談は事業者別では建設業に

よるものがシェア 48%でワースト 1 位となっている

[R.01]。現場の聞き取り調査では、インフラの円滑な

更新、 事業展開には住民とコミュニケーションを図り

ながら、騒音、振動、排出ガス、粉じん等の対策を講

じることが極めて重要であるとの意見が多い。排出ガ

スについては、 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関

する法律（ 通称「オフロード法」）により 20 年前の

1/15 程度に抑制されているが、予測のマニュアルは未

対応であること、土砂掘削の粉じんについては、 散水、 
防塵ネット等で抑制できるが、 定量的な予測ができな

いことが懸案となっていた。 
本研究は、排出ガス、 および散水等の粉じん対策を

定量的に評価することを可能にすることで住民への説

明を円滑にするとともに各種対策の最適化によるコス

ト削減を目的とし、達成目標は①建設機械の排出ガス

の 2006 年規制、2011 年規制、 2014 年規制に対応した

各種工種別の排出ガスの予測に対応した原単位（以下、

「排出ガスの原単位」という。）、および②散水等の粉

じん対策を講じた条件における土砂掘削の降下ばいじ

んの予測手法（以下、「土砂掘削における散水による粉

じん対策の予測手法」という。）とした。 
 

2.  排出ガスの原単位 
排出ガスの原単位については、文献、および排出ガ

スの測定に基づいて暫定的な試算結果を公表している

が（[R.02]pp.73-74）、この試算結果はアイドリングス

トップを考慮していない値である。そこで、アイドリ

ングスストップを考慮した原単位を算出することを目

的とし、測定方法及び建設機械が取得するデータにつ

いて検討した。  
しかし、近年、環境影響評価において建設機械の排

出ガスが懸案となることが少なくなったため、排出ガ

スの原単位については手法の検討にとどめ、環境影響

評価の実務で懸案となっていた粉じんの予測手法を優

先することとした。 
以下、検討の概要である。 

2.1 アイドリングストップの測定  
2.1.1 文献調査 
土木工事におけるアイドリングストップに関する国

内外の文献を調べた。国内では現場での地球温暖化対

策の一環としての取組に関するものがあったが、測定

等に関するものは見当たらなかった。海外では

Carolina State University が測定した[R.03]34 台の建設機

械のアイドリングによる過剰な CO₂排出量について述べて

いた[R.04]。 燃費 𝑥𝑥 ( liter / h ) と CO₂ ( g / h ) 𝑦𝑦 の関

係式を 

別紙－５ 
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𝑦𝑦 = 2638𝑥𝑥  （𝑅𝑅2 = 0.9952） 

とし、 

𝜂𝜂 =
Nonidle Time

Nonidle Time + Idle Time
 

で定義した operational efficiency 𝜂𝜂 と過剰な燃料

additional fuel の割合𝑁𝑁𝐸𝐸の関係を散布図にし、0.32~0.97
の範囲で分布する𝜂𝜂と 0~0.5 の範囲で分布する𝑁𝑁𝐸𝐸の回帰

式を 

𝑁𝑁𝐸𝐸 = −0.41 ∙ ln(𝜂𝜂) − 0.03 （𝑅𝑅2 = 0.85） 

としてまとめていた。その他、アイドル時間による損失を

AI で分析する方法[R.05]、アイドリングの時間の分析を

画像処理で自動化する方法[R.06]などの研究事例が

あった。 
2.1.2 測定方法の検討 
建設機械のエンジンの稼働状況は CAN(controller 

area network：輸送用機械やロボット等の機器間のデー

タ転送に使われる規格)のデーターロガー、騒音・振動

の測定等で把握できる。しかし、アイドリングストッ

プはエンジンが停止し運転者が運転席で待機している

状態であり、エンジンのみでは把握できない。また建

設機械はエンジン回転数を一定に保って油圧を駆動す

るため、エンジンの回転数のみではアイドリングと動

作中の区別ができない。このためエンジン音の測定（騒

音計）によるエンジンの ON、OFF の判定、運転席と

工事エリア内の２台のタイムラプスカメラの画像によ

る作業の有無、および運転者の着席の判定を組み合わ

せてアイドリングストップの時間を測定する方法を試

行した。なお、画像の判定は人で行ったが、大量の測

定を行う場合には自動化の検討が必要である。 
2.1.3 測定結果 
測定結果を図-01 に示す。機械の動作、アイドリン

グ、およびアイドリングストップに分けて運転時間を

測定できることを確認した。 
 

 
図-01 建設機械のアイドリングストップ測定 

（試行）. 
 
2.2 建設機械が取得する情報の検討 
近年、建設機械に普及している車両管理システムや

ICT 建設機械の現場管理支援システムに着目し、アイ

ドリングストップに関する情報の取得の可能性につい

て、機能や情報項目について、文献調査やメーカー等

へのヒアリングを実施した。現時点では、有用な情報

を取得することは難しい状況であった。 
 
3.  土砂掘削における散水による粉じん対策の予測手

法 
予備調査、文献調査、現場測定値、および構内試験

で検討した。現場測定値の検討では過年度に収集した

未公表値を使用し、構内試験は本研究で実施した。現

場測定値の検討は中間年次に公表した[R.07]。 
3.1 予備調査 
研究の着手時は大局を把握する目的で試行錯誤的に

ハイスピードカメラ撮影、異分野の文献・ヒヤリング

調査、および道路工事以外も含めた多様な現場での粉

じん測定を行った。ハイスピードカメラ撮影では粉じ

んの発生の状況を把握した(図-02)。含水比 10%の乾燥

した細粒分質砂のため送風直後には粉じんが多く発生

したがしばらくすると表面から飛びやすい粒子がなく

なって飛ばなくなる傾向を把握した。文献調査・ヒヤ

リング等は土木工事以外の砕石場、砂丘、および農地

における粉じん、飛砂、および風食に関するものとし

た。粉じん測定は、砕石場、海岸、構内の道路工事、

およびバイパスの道路工事での降下ばいじん、浮遊粉

じん、含水比、および粒径分布とした。砕石場はシル

ト分が 27%程度と多い細粒分質砂であった。粉じん発

0

1

2

3

4

5

13:50 13:55 14:00 14:05 14:10

2019.12.16 時刻

画像：機械の動

作 ↑:有, ↓: 無

音：エンジン

↑: ON、↓: OFF

画像：運転者

↑: 着席, ↓:離席

0

1

2

3

4

5

13:50 13:55 14:00 14:05 14:10
2019.12.16 時刻

機械の動作 ↑: 有, ↓: 無

アイドリング ↑:  有, ↓: 無

↑: アイドリングストップ



3 

生量は多く、散水車で絶え間なく散水していた(図-03)。
構内工事の現場の意見では工事用に搬入した土砂によ

る粉じんの発生は細粒分質砂(シルト分が 30%程度)で
多く、細粒分まじり砂（シルト分が 10%程度）の改質

土では少ないとのことであった。道路工事における細

粒分まじり砂（シルト分が 4~７%程度）の土砂掘削（無

散水）では測定した３日間とも粉じんを体感すること

はなく、バットで捕捉した降下ばいじんの質量は分析

天秤の測定誤差程度のごく微量（10mg 以下）であった。

土砂掘削の近傍の工事用道路の土質は細粒分まじり砂

（シルト分が 5%）であった。測定期間中に粉じんの舞

い上がり等はみうけられず、待機していた散水車の稼

働もなかった。また、他の複数の工事関係者からは、

過度に散水すると施工や資材の品質に影響するとの意

見も聴取した。土木工事ではシルト分が多いと粉じん

が多く発生する旨の文献 ( 例[R.08]、 [R.09] ) との整

合を確認するとともに粉じんが発生する日は少なく、

現場測定値に基づいて予測手法を構築することが容易

でないことを把握した。 
 

 
図-02 粉じん発生のハイスピードカ

メラ撮影. 
 

 
図-03 砕石場での散水による粉じん

対策. 
 
 

3.2 文献調査 
予測では土研資料[R.10]、 [R.11]を拠所とした国総

研資料[R.12]が引用されており、 硬岩掘削において散

水を講じることで粉じんの発生量が約27%（約73%減）

となる事例も記載されている。 国内外の他の文献も調

査した。 土砂の水分量と粉じん発生量に関し、 建設

用砂プラントから発生する粉じんが水分％の-1.875 乗

に比例したとの測定結果[R.08]の報告がある。 耕地の

風食（蝕）対策に関して、15 分間の風食量𝐸𝐸𝑝𝑝 g/m2が

粒径 0.8mm 以上の含有量𝑃𝑃"" %、 含水比𝑉𝑉 %、 お
よび地表面での風速𝑣𝑣 m/s と 

𝐸𝐸𝑝𝑝 = 22.02− 0.72𝑃𝑃"" − 1.69𝑉𝑉 + 2.64𝑣𝑣 
の関係にある旨の実験結果[R.13]や石英砂の粒径、 お
よび含水量と飛土限界風速の風洞実験の結果[R.14]が

報告されている。 しかし、 環境影響評価の予測に引

用できる文献は見当たらなかった。 
  

 
図-04 土砂の粒径分布と飛砂・粉じん等. 

 
 

 
図-05 土木工事の降下ばいじんの粒径分布例. 

 
ここで web site､過年度の調査、および有識者の講演

で得た知見も踏まえて粒径分布と飛砂・粉じん等の関

係を俯瞰した(図-04)。 粒径が大きいと固結せず乾燥

しやすいが飛びにくく火山や強風時に飛来する。 砂丘

では 200~500μで粒がそろっているとよく飛ぶとの知

見があり、 地形・風等の条件も影響するようである。 
粒径が小さいと国境を超えて遠方まで飛来するが、 粘
土は乾燥しにくく固結しやすい。 土木工事の粉じんは、 
シルト分と関連づけた論文が多かった( 例[R.08]、 
[R.09] )。 降下ばいじんの粒径分布は 図-05の硬岩掘

削と同様であった。 
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火山灰（遠方）

2000μm
風速10m/s以下で発塵

1000～1000μｍ
火山灰（火口近く）

粒径μm. （ ）は砂漠系の論文.

1                     10                   100
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3.3 現場測定値 
道路事業の環境影響評価においては式(01)、式(02) 

を基本式とし、発生源の形状、および風向頻度・風速

から降下ばいじん量を予測している。 式(01)、式(02)

では微小領域𝑥𝑥d𝑥𝑥d𝜃𝜃から発生した粉じんが風下方向に

逆二乗則で拡散する値を発生源の面積、 工事日数等で

積算している。本研究では、散水はしていないが水門

本体工事の土砂掘削で掘削地点の土砂が湿っていた現

場 A、 および流路護岸工事で散水を講じた土砂掘削の

現場Bの測定値から原単位を解析した。結果を図-06、 

図-07、および表-01に示す。降下ばいじん量は 1～3%
程度に抑制されていた。解析では測定値と計算値の残

差平方和が最小となる a を逆算した。含水比 13%は土

木工事の土砂では比較的小さい値である。 同一の土砂

では散水により含水比が増えると発生する粉じんは抑

制されると考えられる。また、含水比が同一で粒径が

異なる石英砂の実験例[R.13]から粒径が小さいほど粉

じん発生量は多くなると解される。しかし、粒度分布

や土砂の性質等により粉じん抑制に必要な含水比は異

なると考えた。 
  

 
𝑅𝑅ds = 𝑁𝑁u𝑁𝑁d � � 𝐶𝐶d

𝑥𝑥2

𝑥𝑥1

𝜋𝜋
16

− 𝜋𝜋
16

(𝑥𝑥)𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝜃𝜃/𝐴𝐴 式(01) 

 𝐶𝐶d(𝑥𝑥) = 𝑎𝑎(𝑢𝑢s/𝑢𝑢0)−𝑏𝑏(𝑥𝑥/𝑥𝑥0)−𝑐𝑐 式(02) 

Rds: 風向別降下ばいじん量 ( t / km2 / 月 ). 添え字 s は風向（
16方位）, Nu: ユニット*1数,  Nd: 季節別の平均月間工事日数 
( 日 / 月 ), us: 季節別風向別平均風速 ( m / s )（us < 1 m / sの
場合はus = 1 m / sとする.）, x1: 予測地点から季節別の施工範
囲の手前側の敷地境界線までの距離（m）, x2 : 予測地点から
季節別の施工範囲の奥側の敷地境界線までの距離（m）(x1, x2 
< 1 mの場合はx1, x2 = 1 mとする.）, A: 季節別の施工範囲の面
積 ( m2 ), Cd ( x ) : １ユニットから発生し拡散する粉じん等の
うち発生源からの距離 x mの地上1.5 mに堆積する1日当たり
の降下ばいじん量 ( t / km2 / 日/ ユニット ), a: 基準降下ばい
じん量 ( t / km2 / 日 / ユニット ) , u: 平均風速 ( m / s ), u0: 
基準風速 ( u0 = 1 m / s ), b:風速の影響を表す係数 ( b = 1 ), x: 
風向に沿った風下距離 ( m ), x0: 基準距離 ( m ) ( x0  = 1 m ), c: 
降下ばいじんの拡散を表す係数( c = 2 ). 
*1: 作業単位を考慮した建設機械の組み合わせ 

 

 
図-06 土砂掘削(A)の降下ばいじん測定. 

 

 
図-07 散水した土砂掘削(B)の降下ばいじん測定. 

 
表-01 基準降下ばいじん量 aを表す係数*2. 

ユニット a 備考 
土砂掘削 17,000 文献[R.12] 
土砂掘削 
 

540 （A）2000 年 10 月 30 日に関東地方で
測定. 水門本体工における床掘りで
の土砂掘削. 散水はしていないが土
砂は湿っていた. 

土砂掘削 
（散水） 

140 （B）2006 年 12 月 14 日に関東地方で
測定.バックホウ 2 台を使用した流路
護岸工事での土砂掘削(含水比 13%). 

*2: 係数 c=2.0 とした. 
 
3.4 構内試験 
降下ばいじんの測定値はばらつきが多いため散水に

よる抑制効果については、多数の測定の平均的な値で

示すことし、測定回数を増やすことを容易にするため、

測定の簡素化を検討した。測定の簡素化は測定地点を

減じる検討、および風向風速の測定高さを 1.5ｍとする

検討とした。 
現場での測定については、適する工事に適する日に

出向くこと、施工に影響しない位置かつ風下で測定で

きること、散水を行うことの全ての条件を満たす現場

を選定することが困難であることを予備調査で把握し
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たため、研究所の構内で測定することとした。 
3.4.1 測定地点を減じる検討 
文献[R.10]、 [R.11]の測定では距離減衰のパラメー

タ c を把握することを目的として測定点を多数設置し

ていたが、 文献[R.11]では複数の工種を解析して考察

した結果に基づいて c = 2 に統一した。c = 2 は逆二乗

則を意味し、結果的に点発生源の騒音・振動と同程度

の減衰となる。ここでは c=2 として測定点数を減じた

場合の解析値 a の影響を考察した。文献[R.11]のなか

から粉じん発生量が多い土砂掘削1回、軟岩掘削2回、 
路床安定処理 3 回、 および現場内運搬 2 回の合計 8 回

の測定値を選択し、 測定地点を減じた場合の誤差を評

価した。評価量は、全測定点で解析した場合の解析値

を真値 T と見なし、発生源に近い測定点のみで解析し

た場合の解析値 P の誤差率𝑒𝑒 = ⌈𝑃𝑃 − 𝑇𝑇⌉ 𝑇𝑇⁄ ∙ 100とした

(表-02)。誤差率𝑒𝑒の平均、標準偏差ともに 10%程度で

あった。降下ばいじんの測定値は桁違いにばらついて

おり、 測定点を 3 点以下に減じることによる 10%程

度の誤差率は相対的には精度に支障はない値と考えた。  
 
表-02 粉じんの原単位を解析する際に使用す

るデータ数を減らした場合の誤差率. 
 平均 標準偏差 
発生源に最も近い１点 10% 12% 
発生源近傍の３点 16% 10% 

 
3.4.2 風向風速の測定を高さ 1.5ｍとする検討 
気象庁の風向風速の測定方法に準じて文献

[R.10][R.11]の原単位も高さ 10m の風向風速の測定

値で解析している。一方、測定の実務担当者からは高

さ 10m での気象観測が測定の制約にもなることの意

見を受けており、 異なる高さに変更する検討が行われ

たことがある[R.15]。高さ 10m と 1.5m の風速比が 1.4
になるとの解析結果や風向の一致の程度にかかる知見

が得られていたが解析値 a の評価は未着手であった。

ここでは解析値 a について試行的に土砂掘削 1 回、軟

岩掘削 1 回、 路床安定処理 4 回、および現場内運搬 4
回の合計 10 回の測定値を選択し、高さ 10m の風向風

速での解析値 a10m と高さ 1.5m の風向風速での解析値

a1.5mを比較した。近似誤差(残差平方和)の平均は表-03

に示すように大きく異なることはなく増加は(0.51 −
0.44)/ 0.44 =  16%であった。 a10mと a1.5mの比の平均

が 1.2 となったので a10m=1.2a1.5m で換算することとし

た。  
 
 

表-03 粉じんの原単位を解析する際に使用する風

向風速の測定高さと誤差. 
 風向風速の測定  

高さ 10m 高さ 1.5m 
10 回の測定の計算誤
差*3の平均 0.44 ﾄﾝ/km2/8h 0.51 ﾄﾝ/km2/8h 

*3: 解析したパラメータでの計算値と測定値の残差平方
和. 

 
  なお、式(02)は降下ばいじんが風速に反比例する式

となっており、上記は高さ 10m での風速の平均が高さ

1.5m での風速の 1.2 倍、風速のべき乗則でのべき指数

を n=1/10 とした場合に相当する。べき指数は市街地で

n=1/3 で周囲に障害物がないと小さくなる[R.12]。測

定が市街地等で行われた場合は高さ 1.5m と高さ 10m
との風速差が大きいので a10m=1.9a1.5m 等とすることが

妥当と考えられる。 
3.4.3 測定 
 構内で測定した。概要を表-04、図-08、図-09、およ

び図-10に示す。 
 
表-04 構内試験での測定概要. 

日時と

場所 
2022 年 1 月 31 日~2 月 5 日の 9:00～16:00．国

土技術政策総合研究所構内（茨城県つくば市）． 

気象条

件 

全日晴れ。気温は 2～12℃,平均風速は 1～8m, 
湿度は 20~60%程度。（つくば市館野.気象庁公

表値） 

測定機

器 

微風風向風速計（気象検定付）１台、デジタル

粉じん計３台、降下ばいじん測定用バット 5
個、およびタイムラプスカメラ３台。 

土砂 粘性土１、粘性土２、および砕石 C40 の３種類

の土砂の無散水、および散水の２条件。 
施工機

械 
油圧ショベル（0.5m3，13.5ｔ, 2014 年排出ガス

規制適合） 

測定者 一般社団法人日本建設機械施工協会施工技術総

合研究所、株式会社東洋計測リサーチ 
 

 
図-08 測定状況. 

 

風向風速
計 降下ばいじん

測定用バット

タイムラプ
スカメラ

デジタル
粉じん計
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図-09 測定点の配置（模式図）. 

 

 
図-10 土砂の粒径分布. 

 
降下ばいじんの測定点数は風下側での 4 点とバック

グランドの 1 点の合計 5 点とし、図-06、図-07の測定

の約 1/4、1/2 に簡素化した。また、風向風速の測定は

高さ1.5mでのみ行い、高さ10mでの測定は省略した。 
3.4.4 測定・解析結果 
現場測定値を解析した 3.2と同様にして基準降下ば

いじん量 a を解析した結果を図-11 に示す。想定に反

して散水で含水比を上げたにもかかわらず発生量が増

える場合があった。散水した粘性土で増えた原因とし

て無散水より散水の測定時の方が強風であったたため、

あるいは空気の乾燥と強風により構内試験での模擬工

事のエリア外で粉じんが発生していたことが考えられ

る。また砕石 C40 では図-10に示すようにシルト分が

少なく粉じんがわずかしか発生しなかったため測定の

バラツキの影響の方が散水の有無による影響より大き

かったと考えられる。バックグランドの測定値が 4.1 
t/km2/8h となり、他の日(最大 0.9 t/km2/8h、平均 0.5 
t/km2/8h)を超えて特に大きかった 1月31日の測定値を

除外し、無散水の５回の測定、散水の５回の測定を平

均した結果を他の測定値と比較したものを図-12 に示

す。平均値では散水により降下ばいじん量が 1/10 程度

に抑制されるとの結果となり、他の測定の中間程度の

抑制効果となった。今回の散水の条件での測定では模

擬作業中に散水しなかったが、粉じんが懸案となる場

合には施工中に散水できるので 1/10 以下に抑制でき

ると考えられる。 
 なお、一般的な土砂掘削では建設機械は移動や待機

をするが、ここでの構内試験は固定した位置で掘削作

業を連続させる条件としたため、粉じんの発生量の係

数 a が表-01 より大きめの値となっていた。構内試験

値を実工事に換算するためには建設機械の移動や待機

を考慮する必要がある。 
 

 
図-11 構内試験での測定値. 

 

 
   (注) 構内試験値は実工事への換算をしていない。 

（硬岩掘削とコンクリート構造物取壊しは文献[R.12]. 

表-01の散水は２現場の平均.） 
 
図-12 構内試験での測定値（平均）と他の測定値. 

 
3.4.5 構内試験まとめ 
 構内試験では、測定数と気象観測の簡素化の検討を

してから測定した。 測定では、以下のことがわかった。 
 土砂掘削の模擬作業で発生する降下ばいじんの

測定値は散水により 1/10 に抑制されていた。抑制
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の割合 1/10 は硬岩掘削、コンクリート構造物取壊

し、および現場測定値の 1/4、1/8、および 1/50 の

中間程度であった。 
 粘土・シルト分が約 3%で少ない砕石 C40 での降

下ばいじん量は少なく、シルト分が多いと粉じん

が発生する旨の文献や道路工事の現場感覚とも

整合していた。 
 
4.  まとめ 
本研究は、①建設機械の排出ガスの 2006 年規制、

2011 年規制、 2014 年規制に対応した各種工種別の排

出ガスの予測に対応した原単位、および②散水等の粉

じん対策を講じた条件における土砂掘削の降下ばいじ

んの予測手法を達成目標とした。 
①についてはアイドリングストップの測定方法を検

討した。②については散水対策を講じることによる降

下ばいじん量が他の工種と同程度以上に抑制されるこ

とを現場測定値、および構内試験の双方で確認した。

しかし、予測手法の確立にはより多くの測定や粉じん

発生の要因解明が必要と考えている。以下、本研究で

明らかになったことを列記する。 
 音とタイムラプス画像の記録を分析することで

建設機械の運転時間を機械の動作、アイドリング、

およびアイドリングストップに分けることがで

きることを実験で確認した。 
 粉じんは土砂のシルト分が多いと多く発生する

ことを文献、現場のヒヤリング、各種の現場測定、

および構内試験で確認した。 
 土砂掘削に由来する降下ばいじんの散水での抑

制は現場測定値で 1/50、構内試験で 1/10 となっ

た。これらは硬岩掘削の 1/4、コンクリート構造

物取壊しの 1/8 より抑制効果があった。 
また、以下の考察に至った。 

 粉じん抑制に必要な含水比は土質により異なる。 
 粘土・シルト分が少ない細粒分まじり砂等の土砂

を活用することで粉じん対策ができる。 
 なお、本文中では述べていないが、粉じん対策を講

じている現場ではデジタル粉じん計を使用して粉じん

をモニタリングしている。予備調査、および構内試験

では、デジタル粉じん計でも測定したが解析は未了で

ある。今後は、デジタル粉じん計での測定値を降下ば

いじん量に換算する方法についても検討する予定であ

る。また、現行の予測式は粉じんが気体と同様な拡散

をすることを前提としているが、粒径の大きい粒子は

短い距離で落下する。このため発生源近傍での測定値

が予測式のパラメータ a の支配要因となる現行の予

測・解析方法は安全側（予測値が過大）である。過去

に重力沈降を考慮した予測式の研究が行われたことが

あるが結論が出されていない。この課題についても解

明することが望ましい。 
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Abstract: The purpose of this study is to facilitate the explanations, in infrastructure constructions, to residents near the sites 
by enabling quantitative evaluation of emission gas control by regulations for earth-moving machines and quantitative 
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